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Ⅰ．はじめに

連結財務諸表とは，支配従属関係にある Oつ以上の会社からなる企業集団を単一の組織体とみな

して，親会社が当該企業集団の財政状態，経営成績およびキャッシュ・フローの状況を総合的に報

告するために作成するものである．連結財務諸表は，連結貸借対照表（_Lp），連結損益計算書（mL

i），連結剰余金計算書（pLp），連結キャッシュ・フロー計算書（`Lc）から構成される．本稿では，

連結財務諸表の発展過程について述べた上で，連結会計の論点をまとめることとする．

Ⅱ．連結財務諸表の発展過程

連結財務諸表は，NV世紀末において一部の米国企業によって初めて公表された．米国において連

結財務諸表が生成した最も大きな要因は，持株会社の発展である．シャーマン反トラスト法により，

他の企業結合形態は違法とされたが，持株会社は合法とされた．持株会社を設立させることにより，

合併を行ったのと同一の効果をあげることができた．すなわち，全額所有子会社を他州に設立すれ

ば，法的には別個の事業体である子会社をあたかも単一の会社であるかのごとく支配することがで

きたのである=N）．

その後，税務当局による連結納税申告書の要求（NVNT年），ニューヨーク証券取引所（kvpb）に

よる連結財務諸表の要求（NVNV年），連邦準備理事会（co_）による連結財務諸表の要請により，米

N）詳しくは，山地範明『連結会計の生成と発展（増補改訂版）』（中央経済社，OMMM年），第 N章を参照されたい．
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国においては NVPM年代の初期までに連結財務諸表の公表は一般的な実務となった．そして，証券取

引委員会（pb`）は，NVPP年証券法と NVPQ年証券取引法によって連結財務諸表を制度化した．

今日では，連結財務諸表は多くの国々によって作成・公表されており，財務諸表といえば通常，

連結財務諸表を指す．また，財務諸表の国際比較を行う場合には連結ベースで行われる．わが国で

は，長い間，親会社の個別財務諸表が主要財務諸表とみなされてきたが，OMMM年 P月決算より，連

結財務諸表が主要財務諸表となった．また，実証研究では，会計基準の国際的調和の動向が高まっ

た NVVS年以降から個別会計情報よりも連結会計情報の方が株価との関連性が高いことが検証され

ている=O）．

Ⅲ．連結基礎概念と会計処理

1．連結基礎概念

連結基礎概念とは，いかなる事業体のために連結財務諸表が作成されるか，または作成されるべ

きかという問題を考えるにあたっての基礎を与える概念である．米国財務会計基準審議会（c^p_）

の NVVN年討議資料「連結方針および連結手続」=P）によれば，連結基礎概念には経済的単一体概念

（ÉÅçåçãáÅ=ìåáí=ÅçåÅÉéí），親会社概念（é~êÉåí=Åçãé~åó=ÅçåÅÉéí），および比例連結概念（éêçéçêíáçå~íÉ

ÅçåëçäáÇ~íáçå=ÅçåÅÉéí）の Pつがある．

①経済的単一体概念

経済的単一体概念は，親会社の株主（支配株主）と少数株主を区別せず，親会社株主と少数株主

がともに企業集団（グループ）の株主とみなされ，連結財務諸表は企業集団を構成するすべての株

主のために作成されるべきであるという考え方である．これは，jççåáíòが提唱した実体理論（Éåíáíó

íÜÉçêó）に近い考え方であり，米国の会計基準や国際会計基準ではこの考え方に基づく会計処理が

提案されている=Q）．

②親会社概念

親会社概念は，企業集団は親会社のものであり，連結財務諸表は親会社の株主のために作成され

るべきであるという考え方である．連結財務諸表は，親会社の個別財務諸表を延長したものとみな

される．わが国の連結財務諸表原則は，親会社概念をとっている．

O）詳しくは，山地範明，前掲書，補論Ⅱを参照されたい．

P）c^p_I= aáëÅìëëáçå= jÉãçê~åÇìãI= ^å= ^å~äóëáë= çÑ= fëëìÉë= oÉä~íÉÇ= íç= `çåëçäáÇ~íáçå= mçäáÅó= ~åÇ= mêçÅÉÇìêÉë

EpÉéíÉãÄÉê=NMI=NVVNFK

Q）たとえば，c^p_ の NVVR 年の公開草案では，経済的単一体概念に基づく会計処理が提案されてる．c^p_I

bñéçëìêÉ=aê~ÑíI=mêçéçëÉÇ=pí~íÉãÉåí=çÑ=cáå~åÅá~ä=^ÅÅçìåíáåÖ=pí~åÇ~êÇëI=`çåëçäáÇ~íÉÇ=cáå~åÅá~ä=pí~íÉãÉåíëW=mçäáÅó

~åÇ=mêçÅÉÇìêÉë=ElÅíçÄÉê=NSI=NVVRFK==また，国際会計基準審議会（f^p_）は，少数株主持分を資本の部に計上す

ることや，少数株主持分に相当するのれんを計上することを提案している．

（ÜííéWLLïïïKá~ëÄKçêÖLìéäç~ÇÉÇ|ÑáäÉëLÇçÅìãÉåíëLNS|NM|ÄìëÅçãOJéëKéÇÑK）



山地　範明：連結会計の論点 UR

③比例連結概念

比例連結概念は，親会社概念よりもさらに親会社持分が重視され，連結財務諸表は親会社の比例

的持分だけを報告するために作成されるべきであるという考え方である．親会社の比例的持分だけ

が連結されるので，全部連結と区別するため，比例連結（部分連結）と呼ばれている．この考え方

は，ジョイント・ベンチャーに対する投資の会計処理としての比例連結に反映されている．

2．連結基礎概念に基づく会計処理

どの連結基礎概念に立脚するかにより，連結方針と連結手続に差異が生じる．ここでは，連結基

礎概念に基づく，（N）連結の範囲，（O）少数株主持分の処理，（P）未実現損益の消去，（Q）投資と

資本の相殺消去（資本連結），（R）投資消去差額の会計処理について比較することとする．

（1）連結の範囲

連結の範囲に含める企業を決定することを連結方針（ÅçåëçäáÇ~íáçå=éçäáÅó）といい，連結基礎概念

と連結方針との関係は次のとおりである．

①経済的単一体概念

親会社が他の事業体を支配（Åçåíêçä）する能力を有していることが連結の条件とされる．これを

支配力基準という．

②親会社概念

親会社が他の法的事業体の議決権の過半数および持分請求権の過半数を有していることが連結の

条件である．これを持株基準という．

③比例連結概念

親会社が他の法的事業体の議決権の過半数を有していることが連結の条件とされるが，それ以下

の議決権しか有していない場合であっても，連結の範囲に含まれることがある．

（2）少数株主持分の処理

少数株主持分（ãáåçêáíó=áåíÉêÉëí）とは，子会社の株主持分（資本）のうち親会社に帰属しない部

分である．少数株主持分は非支配持分（åçåÅçåíêçääáåÖ=áåíÉêÉëí）と呼ばれることがある．連結基礎

概念と少数株主持分の処理との関係は次のとおりである．

①経済的単一体概念

少数株主持分は，貸借対照表上は株主持分の一部として表示される．少数株主持分に帰属する損

益は，損益計算書上は純損益の内訳項目として処理される．

②親会社概念

少数株主持分は，貸借対照表上は通常，負債の部と株主持分の部との中間に表示される．少数株

主持分に帰属する損益損益計算書上は純損益を算定する際に控除される．

③比例連結概念

少数株主持分は認識されない．
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少数株主持分の貸借対照表上の表示と，少数株主持分に帰属する損益の損益計算書上の表示は

表 Nと表 Oに示すとおりである．

（3）未実現損益の消去

連結会社間で棚卸資産や固定資産などの資産の売買が行われた場合には，売却した会社の個別財

務諸表上では売買損益が計上されるが，連結財務諸表上ではその資産を企業集団外の第三者に売却

されるまでは，その損益は実現しない．したがって，連結会社相互間の取引によって取得した棚卸

資産や固定資産などの資産に含まれる未実現損益は，消去しなければならない．連結基礎概念と未

実現損益の消去との関係は次のとおりである．

①経済的単一体概念

親会社から子会社へ販売される（ダウン・ストリーム）の場合には，未実現損益は全額消去され，

表 1　連結基礎概念別にみた貸借対照表上の少数株主持分の表示

貸　借　対　照　表

経済的単一体概念 親会社概念 比例連結概念

資産：

現金 A ××,××× A=== ×,××× A=== ×,×××

売上債権 ×,××× ×,××× ×,×××

棚卸資産 ××,××× ××,××× ××,×××

有形固定資産 ××,××× ××,××× ××,×××

のれん       ×,×××       ×,×××       ×,×××

資産合計 A ××,××× A ××,××× A ××,×××

負債および株主持分：

短期支払債務 A ××,××× A ××,××× A ××,×××

長期債務    ××,××× ××,×××    ××,×××

負債合計 A ××,××× 注 N A ××,×××

少数株主持分 ×,×××
注 N

株主持分：

資本金および払込剰余金 A ××,××× A=== ×,××× A=== ×,×××

留保利益    ××,××× ×,××× ×,×××

支配持分合計 ××,×××

少数株主持分       ×,×××

株主持分合計    ××,×××    ××,×××    ××,×××

負債および株主持分合計 A ××,××× A ××,×××注 O A ××,×××

注 N：親会社概念を支持する一部の論者は，少数株主持分を負債として表示し，それを負債合計の小計に含め

る．また，親会社概念を支持する他の論者は，少数株主持分を負債と株主持分との間の別個の分類として

表示し，それを負債合計の小計から除外するか，または負債合計の小計から除外する．

注 O：少数株主持分は，負債と株主持分との間の別個の分類として表示される場合，貸借対照表の右側および

その合計を「負債および株主持分」と呼ぶことは，技術的には正確ではない．その代わりに，「負債，少

数株主持分および株主持分の合計」または「持分合計」と呼ぶことができるかもしれない．

（出典：c^p_I= aáëÅìëëáçå=jÉãçê~åÇìãI=^å= ^å~äóëáë= çÑ= fëëìÉë= oÉä~íÉÇ= íç= `çåëçäáÇ~íáçå= mçäáÅó= ~åÇ= mêçÅÉÇìêÉë

EpÉéíÉãÄÉê=NMI=NVVNFI=éK=NSOK　企業財務制度研究会『連結会計をめぐる米国財務会計基準の動向』（NVVR年 NN月），

éK=PMP．）
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その全額を親会社が負担する（全額消去・親会社負担方式）．子会社から親会社へ販売される（アッ

プ・ストリーム）の場合には未実現損益は全額消去され，子会社に対する持分比率に応じて親会社

と少数株主がそれぞれ消去分を負担する（全額消去・持分比率負担方式）．

②親会社概念

ダウン・ストリームの場合には未実現損益は全額消去され，その全額を親会社が負担する（全額

消去・親会社負担方式）．アップ・ストリームの場合には未実現損益は親会社の株主持分に帰属する

部分のみ額消去される（親会社持分相当額消去方式）．

③比例連結概念

ダウン・ストリームの場合もアップ・ストリームの場合も，未実現損益のうち親会社の持分比率

に相当する金額だけが消去される（親会社持分相当額消去方式）．

（4）投資と資本の相殺消去（資本連結）

親会社の子会社に対する投資とこれに対応する子会社の株主持分（資本）は，相殺消去しなけれ

ばならない．この手続きを資本連結といい，連結基礎概念と資本連結との関係は次のとおりである．

①経済的単一体概念

子会社の資産および負債は取得日の公正価値で連結される．これには，子会社の公正価値に対す

る親会社の持分相当額も少数株主持分相当額も含まれる（全面時価評価法）．

②親会社概念

子会社の資産および負債は，取得日における子会社の公正価値に対する親会社の持分に相当する

金額と，子会社の帳簿価額に対する少数株主持分に相当する金額を加えた金額で連結される（部分

表 2　連結基礎概念別にみた損益計算書上の少数株主持分の表示

損　益　計　算　書

経済的単一体概念

（^案）
経済的単一体概念

（_案）
親会社概念 比例連結概念

売上高 A ××,××× A ××,××× A ××,××× A ××,×××

原価および費用：

売上原価 ××,××× ××,××× ××,××× ××,×××

減価償却費 ×,××× ×,××× ×,××× ×,×××

のれん償却 ××× ××× ××× ×××

その他の費用       ×,×××       ×,×××       ×,×××       ×,×××

原価および費用の合計    ××,×××    ××,×××    ××,×××    ××,×××

少数株主持分控除前利益 ×,×××

差引：少数株主持分帰属利益       ×,×××

純利益 A=== ×,××× ×,××× A    ×,××× A=== ×,×××

少数株主持分帰属利益 A====== ×××           ×××

支配持分帰属利益 A=== ×,××× A=== ×,×××

（出所：c^p_I= aáëÅìëëáçå=jÉãçê~åÇìãI=^å= ^å~äóëáë= çÑ= fëëìÉë= oÉä~íÉÇ= íç= `çåëçäáÇ~íáçå= mçäáÅó= ~åÇ= mêçÅÉÇìêÉë
EpÉéíÉãÄÉê=NMI=NVVNFI=éK=NSQK　企業財務制度研究会『連結会計をめぐる米国財務会計基準の動向』（NVVR年 NN月），
éK=PMP．）
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時価評価法）．

③比例連結概念

子会社の資産および負債は，取得日における子会社の公正価値に対する親会社の持分に相当する

金額で連結される．

（5）投資消去差額の処理

資本連結によって生じる差額が投資消去差額であり，ふつうのれん（ÖççÇïáää）とよばれる（借

方差額は正ののれん，貸方差額は負ののれんと呼ばれることがある）．わが国の連結財務諸表原則で

は連結調整勘定として表示されるが，「企業結合に係る会計基準」では，連結調整勘定のうちのれん

に相当するものは，のれんとして表示することが求められている．連結基礎概念と投資消去差額と

の関係は次のとおりである．

①経済的単一体概念

全部のれん説によれば，のれんには，親会社の株主持分に見合うのれんだけではなく，少数株主

持分に見合うのれんも含まれる．

買入れのれん説によれば，のれんには少数株主持分に見合う部分は含まれない．

②親会社概念

連結のれんは，親会社の子会社への投資勘定と，子会社の資産および負債の公正価値に対する親

会社の比例的持分との差額として認識される．負ののれんは，非流動資産に対する評価勘定とされ，

非流動資産の価値がゼロになるまで非流動資産から控除される．負ののれんが非流動資産を超過す

る場合の超過額は繰延貸方項目とされる．

③比例連結概念

連結のれんは，親会社概念と同様に認識される．ただし，子会社の資産および負債に対する少数

株主の比例的持分相当額は含まれない．負ののれんは，親会社概念と同様に認識される．

例えば，親会社が子会社（識別可能な純資産の公正価値 A=NIOMM，識別可能な純資産の帳簿価額

A=UMM）の発行済株式 SM％を A=VMMで取得したとする=R）．ここで，連結基礎概念別ののれんは図 Nの

ようになる．

連結基礎概念別の連結方針と連結手続をまとめたのが表 Pである．

Ⅳ．持分法とジョイント・ベンチャー投資の会計

1．持分法の意義

持分法（Éèìáíó=ãÉíÜçÇ）とは，投資会社が被投資会社の純資産および損益のうち投資会社に帰属

する部分の変動に応じて，その投資を各期ごとに修正する方法である．連結の場合には，個別財務

R）c^p_I=aáëÅìëëáçå=jÉãçê~åÇìãI=çéKÅáíK=ENVVNFI=é~êëK=VPÓVR=~åÇ=VVを参照．
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諸表を合算して，すべての資産と負債，収益と費用を増減させるので，全部連結（Ñìää=ÅçåëçäáÇ~íáçå）

と呼ばれるのに対して，持分法の場合には，持分法適用会社の純資産，損益などを，連結財務諸表

を作成する親会社の投資勘定に反映させることから，一行連結（çåÉJäáåÉ=ÅçåëçäáÇ~íáçå）と呼ばれる．

①経済的単一体概念（全部のれん説）

経済的単一体概念（買入れのれん説）

②親会社概念

③比例連結概念

図 1　連結基礎概念別の資本連結
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企業集団の多様化と実質的支配に必要な持株比率の低下によって，親子会社のみを対象とした従

来の連結財務諸表では，もはや企業集団全体の経営実態が表示しえなくなってきたために，従来ま

で連結されなかった企業集団の構成会社の経営成績を財務諸表に反映させるために，連結財務諸表

における非連結子会社，関連会社，ジョイント・ベンチャーに対する投資の評価方法として用いら

れる．

2．持分法の適用と問題点

わが国では，非連結子会社および関連会社に対する投資に適用されるが，米国の会計基準や国際

会計基準では，関連会社やジョイント・ベンチャーに対する投資に適用される．関連会社（~ëëçÅá~íÉë）

とは，投資会社が重要な影響（ëáÖåáÑáÅ~åí=áåÑäìÉåÅÉ）を有し，かつ，投資会社の子会社でもジョイン

ト・ベンチャーでもない企業をいう．ここで，「重要な影響」とは，被投資会社の財務方針および営

業方針を支配することはないが，それらの方針の決定に関与する力をいう．

持分法を連結財務諸表において適用する場合，持分法は連結会計を補完ないし拡張するものであ

表 3　連結基礎概念別の連結方針と連結手続

経済的単一体概念 親会社概念 比例連結概念

連結の範囲 支配力基準 持株基準（過半数） 持株基準

（過半数以下もありうる）

少数株主持分の

処理

_Lp：株主持分
mLi：純利益の内訳項目

_Lp：負債と株主持分の中間
mLi：純利益から控除

認識されない

未実現損益の

消去

ダウン・ストリーム：全額消

去・親会社負担方式

アップ・ストリーム：全額消

去・持分比率負担方式

ダウン・ストリーム：全額消

去・親会社負担方式

アップ・ストリーム：親会社

持分相当額消去方式

親会社持分相当額消去方式

子会社の資産

および負債

公正価値で連結される．子会

社の公正価値に対する親会

社の持分相当額も少数株主

持分相当額も含まれる（全面

時価評価法）

子会社の公正価値に対する

親会社の持分に相当する金

額と，子会社の帳簿価額に対

する少数株主持分に相当す

る金額を加えた金額で連結

される（部分時価評価法）．=

子会社の公正価値に対する

親会社の持分に相当する金

額で連結される．

投資消去差額の

処理

全部のれん説：親会社の株主

持分に見合うのれんだけで

はなく，少数株主持分に見合

うのれんも含まれる．

買入れのれん説：少数株主持

分に見合うのれんは含まれ

ない．=

連結のれんは，親会社の子会

社への投資勘定と，子会社の

資産および負債の公正価値

に対する親会社の比例的持

分との差額として認識され

る．負ののれんは，非流動資

産に対する評価勘定とされ，

非流動資産の価値がゼロに

なるまで非流動資産から控

除される．負ののれんが非流

動資産を超過する場合の超

過額は繰延貸方項目とされ

る．

連結のれんは，親会社概念と

同様に認識される．ただし，

子会社の資産および負債に

対する少数株主の比例的持

分相当額は含まれない．
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るけれども，持分法によれば被投資会社の純損益の変動（純資産の変動）しか親会社の財務諸表に

は反映されないために，全部連結法と比べれば企業集団全体の財政状態および経営成績を十分には

反映できない．また，持分法によれば発生主義ベースで損益が認識されるので，持分法が未実現利

益をもたらすことになり，キャッシュ・フローの増減とは直接関連がない．

3．ジョイント・ベンチャーに対する投資の会計処理

ジョイント・ベンチャー（àçáåí=îÉåíìêÉ）とは，複数の企業によって共同支配（àçáåí=Åçåíêçä）され

ている特定の企業であり，いかなる事業体も単独では支配することはできず，重要な影響を有する

ことはできない．ジョイント・ベンチャーには，会社型ジョイント・ベンチャーだけではなく，パー

トナーシップ型のジョイント・ベンチャーのような非会社型ジョイント・ベンチャーもある．

米国会計原則審議会（^m_）が NVTN年 P月に公表した ^m_意見書第 NU号「普通株式への投資に

対する持分法会計」=S）では，会社型ジョイント・ベンチャーに対する投資については持分法の適用

が要求された．さらに，NVTV年 T月に公表された ^m_意見書第 NU号=T）の会計解釈書第 O号では，

パートナーシップおよび非会社型ジョイント・ベンチャーに対しても持分法を適用するように拡張

された．また，非会社型ジョイント・ベンチャーについては，米国では石油・ガス産業のように既

に比例連結法（éêçéçêíáçå~íÉ=ÅçåëçäáÇ~íáçå）が確立された実務となっている産業については，持分

法の代替的方法として比例連結法も認められている．ここで，比例連結法とは，投資会社の財務諸

表において，被投資会社の資産，負債，収益および費用の各科目を，投資会社の持分割合に応じて

投資会社のそれぞれの勘定に合算する会計処理方法である．

aáÉíÉê=~åÇ=tó~íí（NVTU）は，拡張持分法（Éñé~åÇÉÇ=Éèìáíó=ãÉíÜçÇ）を提唱している=U）．拡張持

分法とは，投資企業自身が所有している資産，負債とは別個にジョイント・ベンチャーの資産，負

債の比例的持分を表示する方法である．英国の財務報告基準（cop）第 V号「関連企業およびジョ

イント・ベンチャー」=V）では，総持分法（Öêçëë=Éèìáíó=ãÉíÜçÇ）が適用される．総持分法は，持分

法を拡張するものであり，持分法の処理に加えて，ジョイント・ベンチャー共同支配企業の貸借対

照表において，ジョイント・ベンチャーの総資産および総負債のうちジョイント・ベンチャー共同

支配企業の持分割合に応ずる額を，ジョイント・ベンチャー共同支配企業の損益計算書において，

ジョイント・ベンチャーの売上高のうちジョイント・ベンチャー共同支配企業の持分割合に応ずる

額を，別個の科目として会計処理である．また，国際会計基準（f^p）第 PN号「ジョイント・ベン

S）^f`m^I= ^m_= léáåáçå= kçKNUI=qÜÉ= bèìáíó=jÉíÜçÇ= çÑ= ^ÅÅçìåíáåÖ= Ñçê= fåîÉëíãÉåíë= áå= `çããçå= píçÅâ= Ej~êÅÜI

NVTNFK

T）^f`m^I=^ÅÅçìåíáåÖ=fåíÉêéêÉí~íáçå=kçK=O=çÑ=léáåáçå=kçK=NUI=fåîÉëíãÉåíë=áå=m~êíåÉêëÜáé=~åÇ=sÉåíìêÉë=EkçîÉãÄÉêI

NVTNFK

U）aáÉíÉê=oK=~åÇ=^K=oK=tó~ííI=�qÜÉ=bñé~åÇÉÇ=bèìáíó=jÉíÜçÇ=Ô=^å=^äíÉêå~íáîÉ= áå=^ÅÅçìåíáåÖ= Ñçê=fåîÉëíãÉåíë= áå

gçáåí=sÉåíìêÉëIÒ=qÜÉ=gçìêå~ä=çÑ=^ÅÅçìåí~åÅó=EgìåÉI=NVTUFK

V）^p_I=cop=kçK=VI=^ëëçÅá~íÉë=~åÇ=gçáåí=sÉåíìêÉë=EkçîÉãÄÉêI=NVVTFK
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チャーに対する持分の財務報告」=NM）でも，比例連結の報告様式として科目分離方式を認めているが，

これは拡張持分法による表示方法と同じである．

例えば，uvw社が ^社および _社と共同で ^_`ジョイント・ベンチャーを設立したとする．̂ _`

ジョイント・ベンチャーの貸借対照表は表 Qのとおりであるとして，持分法では，^_`ジョイン

ト・ベンチャーの当期計上利益 A=NMMIMMMに対して，投資企業 uvw社の持分割合 PM％に相当する額

A=PMIMMMを，uvw社の持分損益として計上する（表 Rにおける「持分法」欄参照）．また，比例連結

法では，uvw社の貸借対照表と ^_`ジョイント・ベンチャーの貸借対照表数値の PM％相当額を合

算し，次に投資と資本の消去を行う（表 Rにおける「比例連結法」欄参照）．さらに，拡張持分法で

は，流動資産，固定資産，流動負債，固定負債に対するジョイント・ベンチャーへの当社（uvw社）

持分は表 Rにおける「拡張持分法」欄の「代替案 N」および「代替案 O」のように表示される．

ジョイント・ベンチャーに対する投資の会計処理である持分法，比例連結法，拡張持分法の会計

処理を比較したのが表 Sである．

NM）f^p`I=f^p=kçK=PNI=cáå~åÅá~ä=oÉéçêíáåÖ=çÑ=fåíÉêÉëíë=áå=gçáåí=sÉåíìêÉë=EaÉÅÉãÄÉêI=NVVMFK

表 4　^_`ジョイントベンチャーの貸借対照表

^_`ジョイントベンチャー

貸借対照表　1977 年 12 月 31 日

資　産 負債及び資本

流動資産： 流動負債：

現金 A====NMMIMMM 固定負債のうち N年以内に支払期限が到来する分 A====OMMIMMM

売上債権 NMMIMMM 買掛金 NMMIMMM

消耗品 ======OMMIMMM 未払費用 ======NMMIMMM

流動資産合計 A====QMMIMMM 流動負債合計 A====QMMIMMM

固定負債 I差引 N年以内に支払期限が到来する分：

抵当付借入金 A=QIMMMIMMM

期限付借入金 ======TMMIMMM

固定資産（原価）： 固定負債合計 A=QITMMIMMM

蒸気発電設備 A=SIMMMIMMM

差引，減価償却累計額 ===NIMMMIMMM 資本：

固定資産合計 A=RIMMMIMMM 資　本 利　益

uvw社（PM％） A===SMIMMM A===PMIMMM

^ 社（PR％） =====TMIMMM =====PRIMMM

_ 社（PR％） =====TMIMMM =====PRIMMM

A=OMMIMMM A=NMMIMMM A====PMMIMMM

A=RIQMMIMMM A=RIQMMIMMM

（出典）oK=aáÉíÉê=~åÇ=^K=oK=tó~ííI=�qÜÉ=bñé~åÇÉÇ=bèìáíó=jÉíÜçÇ=Ô=~å=^äíÉêå~íáîÉ=áå=^ÅÅçìåíáåÖ=Ñçê=fåîÉëíãÉåíë=áå
gçáåí=sÉåíìêÉëIÒ=qÜÉ=gçìêå~ä=çÑ=^ÅÅçìåí~åÅó=EgìåÉ=NVTUFI=éK=VOK

企業財務制度研究会『連結会計をめぐる米国財務会計基準の動向』（NVVR年 NN月），éK=QRP．



山地　範明：連結会計の論点 VP

表 5　持分法，比例連結法，拡張持分法の表示方法

uvw社 貸借対照表　1977 年 12 月 31 日

資　産 持分法 比例連結法

拡張持分法

代替案 N 代替案 O

流動資産：

現金 A====RMMIMMM A======RPMIMMM A======RMMIMMM A======RMMIMMM

売上債権 NIMMMIMMM NIMPMIMMM NIMMMIMMM NIMMMIMMM

棚卸資産 PIMMMIMMM PIMSMIMMM PIMMMIMMM PIMMMIMMM

ジョイントベンチャーの流動資産に対する

当社持分 ===== kL^ ===== ====== kL^ ====== ====== kL^ ====== ========NOMIMMM

流動資産合計 A=QIRMMIMMM A===QISOMIMMM A===QIRMMIMMM A===QISOMIMMM

固定資産：

土地 A====NMMIMMM A======NMMIMMM A======NMMIMMM A======NMMIMMM

設備 QIMMMIMMM RIUMMIMMM QIMMMIMMM QIMMMIMMM

機械及び備品 ===OIMMMIMMM =====OIMMMIMMM =====OIMMMIMMM =====OIMMMIMMM

A=SINMMIMMM A===TIVMMIMMM A===SINMMIMMM A===SINMMIMMM

差引 I減価償却累計額 ===OINMMIMMM =====OIQMMIMMM =====OINMMIMMM =====OINMMIMMM

A=QIMMMIMMM A===RIRMMIMMM A===QIMMMIMMM A===QIMMMIMMM

ジョイントベンチャーの蒸気発電設備に

対する当社持分 ===== kL^ ===== ====== kL^ ====== ====== kL^ ====== =====NIRMMIMMM

A=QIMMMIMMM A===RIRMMIMMM A===QIMMMIMMM A===RIRMMIMMM

PM％所有ジョイントベンチャーの持分に対する投資 A======VMIMMM A========Ô======= A========Ô======= A========Ô=======

ジョイントベンチャーに対する投資の当社持分：

流動資産 kL^ kL^ A======NOMIMMM kL^

固定資産（純額） =====NIRMMIMMM

A===NISOMIMMM

資産合計 A=UIRVMIMMM A=NMINOMIMMM A=NMINOMIMMM A=NMINOMIMMM

負債及び株主持分

流動負債：

長期債務のうち N年以内に支払期限が到来する分 A=NIMMMIMMM A===NIMSMIMMM A===NIMMMIMMM A===NIMMMIMMM

買掛金及び未払費用 OIMMMIMMM OIMSMIMMM OIMMMIMMM OIMMMIMMM

ジョイントベンチャーの流動負債に対する

当社持分 ===== kL^ ===== ====== kL^ ====== ====== kL^ ====== ========NOMIMMM

流動負債合計 A=PIMMMIMMM A===PINOMIMMM A===PIMMMIMMM A===PINOMIMMM

固定負債 I差引 N年以内に支払期限が到来する分：

抵当付借入金 A=PIMMMIMMM A===QIOMMIMMM A===PIMMMIMMM A===PIMMMIMMM

期限付借入金 kL^ A======ONMIMMM kL^ kL^

ジョイントベンチャーの固定負債に対する

当社持分 ===== kL^ ===== ====== kL^ ====== ====== kL^ ====== =====NIQNMIMMM

A=PIMMMIMMM A===QIQNMIMMM A===PIMMMIMMM A===QIQNMIMMM

ジョイントベンチャーの負債に対する当社持分：

流動負債 kL^ kL^ A======NOMIMMM kL^

長期債務 I差引 N年以内に支払期限が到来する分 =====NIQNMIMMM

A===NIRPMIMMM

株主持分：

資本金 A=NIUMMIMMM A===NIUMMIMMM A===NIUMMIMMM A===NIUMMIMMM

留保利益 ======TVMIMMM ========TVMIMMM ========TVMIMMM ========TVMIMMM

A=OIRVMIMMM A===OIRVMIMMM =====OIRVMIMMM A===OIRVMIMMM

負債及び株主持分合計 A=UIRVMIMMM A=NMINOMIMMM A=NMINOMIMMM A=NMINOMIMMM

（出典）oK=aáÉíÉê=~åÇ=^K=oK=tó~ííI=�qÜÉ=bñé~åÇÉÇ=bèìáíó=jÉíÜçÇ=Ô=~å=^äíÉêå~íáîÉ=áå=^ÅÅçìåíáåÖ=Ñçê=fåîÉëíãÉåíë=áå
gçáåí=sÉåíìêÉëIÒ=qÜÉ=gçìêå~ä=çÑ=^ÅÅçìåí~åÅó=EgìåÉI=NVTUFI=éK=VPK

企業財務制度研究会『連結会計をめぐる米国財務会計基準の動向』（NVVR年 NN月），éK=QRQ．
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Ⅴ．企業結合会計

1．企業結合会計の会計処理

企業結合（ÄìëáåÉëë=ÅçãÄáå~íáçåë）とは，ある企業が他の企業の純資産や経営に対する支配を獲

得するか，またはある企業と他の企業が合体して両社に対する持分を結合する結果，独立した企業

同士が一体となって一つの報告単位となることをいう．

企業結合の会計処理には，パーチェス法（éìêÅÜ~ëÉ=ãÉíÜçÇ）と持分プーリング法（éççäáåÖ=çÑ

áåíÉêÉëí=ãÉíÜçÇ）がある．取得（éìêÅÜ~ëÉ）とみなされる企業結合にはパーチェス法が，持分の結

合（éççäáåÖ=çÑ=áåíÉêÉëí）とみなされる場合には，持分プーリング法の適用が考えられる．

①パーチェス法

取得会社が被取得会社の資産および負債を取得するという考え方に基づいて処理する方法であ

る．被取得会社の資産と負債を公正価値で評価し，取得原価と被取得会社の純資産との差額をのれ

んとして計上する．

②持分プーリング法

一方の会社が他方の会社を取得するのではなく，結合前に存続していた個々の会社のリスクと利

益を継続的に共同するという考え方に基づいて処理する方法である．被結合会社の資産，負債及び

資本を帳簿価額のまま受け入れるので，のれんは発生しない．

表 6　ジョイント・ベンチャーに対する投資の会計処理

持分法 比例連結法 拡張持分法

被投資企業の

資産・負債

認識しない すべての資産・負債を持分比

率に応じて認識

資産・負債を流動・固定に分

けて持分比率に応じて認識

被投資企業の

収益・費用

収益・費用の差額である純利

益を持分比率に応じて認識

収益・費用を持分比率に応じ

て認識

費用・収益の差額である純利

益を持分比率に応じて認識

長所 ジョイント・ベンチャーの業

績が，連結財務諸表の投資勘

定と持分法による投資損益勘

定に反映される．

ジョイント・ベンチャーの資

産・負債・収益・費用を持分

比率に応じて連結財務諸表に

反映できる．

投資企業が直接所有・支配し

ている資産・負債とジョイン

トベンチャーの資産・負債に

対する投資企業の持分を区別

することができる．

短所 被投資会社の資産・負債が全

く認識されない．

ジョイント・ベンチャーの資

産・負債・収益・費用を一律

に持分比率に応じて連結財務

諸表に計上することの合理性

に問題がある．

ジョイント・ベンチャーの流

動資産・固定資産・流動負債・

固定負債を持分比率に応じて

連結することの合理性に問題

がある．

主要国の会計

基準

アメリカ，日本，国際会計基

準（標準処理）

国際会計基準（代替処理） イギリスでは，総持分法が適

用される．国際会計基準では，

比例連結の報告様式として科

目分離方式を認めている．
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2．フレッシュ・スタート法

持分プーリング法では，資産および負債は公正価値で評価されず留保利益がそのまま引き継がれ

るので，その分だけ企業結合後の利益が大きくなり，乱用されるおそれがあるため，その適用は厳

格に規制されてきた．パーチェス法では，被取得企業の資産および負債のみが公正価値で評価され

るが，取得企業と被取得企業の両社を別の企業が吸収する新設合併の形をとれば，パーチェス法に

より両社とも再評価が可能となる．この点で，パーチェス法はむしろ恣意的に適用されやすい=NN）．

この欠点を補完するのがフレッシュ・スタート法（ÑêÉëÜ=ëí~êí=ãÉíÜçÇ）である．フレッシュ・スター

ト法では，取得企業と被取得企業の両社の資産および負債が再評価される．大規模な事業構造の再

構築を目的とした企業結合が行われる場合のように，結合前企業と結合後企業との継続性が認めら

れず，企業結合の結果，会計報告の単位と会計責任の基礎が大きく変容する場合にはフレッシュ・

スタート法の適用が考えられるが，フレッシュ・スタート法の実行可能性には問題があるため，い

かなる国においても制度上適用されていない．

パーチェス法，持分プーリング法およびフレッシュ・スタート法の会計処理をまとめたのが表 T

である．

3．最近の動向

米国の c^p_は，OMMN年 S月に財務会計基準書（pc^p）第 NQN号「企業結合」=NO）を公表して，持

分プーリング法を廃止して企業結合の会計処理方法をパーチェス法に一本化した．国際会計基準審

議会（f^p_）は，OMMQ年 P月に，国際財務報告基準（fcop）第 P号「企業結合」=NP）を公表して，企

業結合の合計処理として，持分プーリング法を廃止し，パーチェス法に一本化した．そして，企業

結合で生じたのれんを償却せず減損処理されることになった．

わが国でも，国際的動向に併せて，OMMP年 NM月に「企業結合に係る会計基準」が公表された．

現金を対価とする子会社株式の取得による企業結合は，パーチェス法により会計処理されるが，

対価のすべてが原則として議決権のある株式であり，議決権比率が等しく，議決権比率の支配関

係を示す一定の事実が存在しないような限定された場合には持分プーリング法を認めている．ま

た，のれんについては，規則的な償却を行い，のれんの価値が損なわれたときに減損処理が行わ

れる．

NN）斎藤静樹『企業会計とディスクロージャー』（東京大学出版，NVVV年），éK=NTQ．

NO）c^p_I=pc^p=kçK=NQNI=_ìëáåÉëë=`çãÄáå~íáçåë=EgìåÉI=OMMNFK=

NP）f^p_I=fcop=kçK=PI=_ìëáåÉëë=`çãÄáå~íáçåë=Ej~êÅÜI=OMMQFK
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Ⅵ．セグメント情報

1．セグメント情報の開示

外部情報利用者が企業の収益性，成長性，リスクなどを判断するために，異なる事業別，異なる

地域別などに分割した財務情報をセグメント情報（ëÉÖãÉåí=áåÑçêã~íáçå）という．米国の c^p_に

よる連結プロジェクトでは，分割情報（Çáë~ÖÖêÉÖ~íÉÇ=áåÑçêã~íáçå）と呼ばれている．セグメント情

報は国際的には事業別セグメント情報と地域別セグメント情報に分けられるが，わが国では事業の

種類別セグメント情報，所在地別セグメント情報，海外売上高に分けられる．

2．セグメンテーションに対する 2つのアプローチ

セグメントの決定であるセグメンテーションには，事業別セグメント・アプローチ（ÄìëáåÉëë

ëÉÖãÉåí=~ééêç~ÅÜ），管理アプローチ（ã~å~ÖÉãÉåí=~ééêç~ÅÜ）（マネジメント・アプローチとも呼ば

れる）の Oつの方法がある．

①事業別セグメント・アプローチ

経営者の恣意的なセグメンテーションを排除するために，異なるリスクおよび収益性を受けてい

るセグメントごとにセグメンテーションを行う手法である．わが国では，事業別セグメント・アプ

表 7　企業結合の会計処理

持分プーリング法 パーチェス法 フレッシュ・スタート法

結合前企業の資産および負

債は，取引価格から推定され

る価値で認識される．

kl vbp

（被取得企業の資産

および負債について）

vbp

（すべての資産

および負債について）

取引価格に含まれるのれん

の認識．

kl vbp vbp

結合前企業の純利益の継承． vbp

（すべて）

vbp

（取得企業の純利益

について）

kl

企業結合日前の純利益の結

合．

vbp kl kl

支払対価が会計処理に関連

する．

vbp

（持分株式のみ）

kl kl

結合前企業は結合取引の当

事者とみなされる．

kl

（株主のみ）

vbp vbp

結合取引の結果，新しい事業

体が創設される．

kl

（結合前企業が存続する）

kl

（支配当事者が存続する）

vbp

結合前企業の資産および負

債のいくつかまたはすべて

について支配の変更がある．

kl vbp

（被取得企業について）

vbp

（すべて）

（出典：c^p_I=fåîáí~íáçå=íç=`çããÉåíI=jÉíÜçÇë=çÑ=^ÅÅçìåíáåÖ=Ñçê=_ìëáåÉëë=`çãÄáå~íáçåëW=oÉÅçããÉåÇ~íáçåë=çÑ=íÜÉ

dQHN=Ñçê=^ÅÜáÉîáåÖ=`çåîÉêÖÉåÅÉ=EaÉÅÉãÄÉê=NRI=NVVUFI=é~êëK=PU=~åÇ=RRに基づいて作成．）
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ローチによるセグメンテーションが採用されている．また，国際会計基準（f^p）第 NQ号「セグメ

ント別財務情報の報告」=NQ）では，基本的に事業別セグメント・アプローチが用いられているが，米

国の影響を受けて管理アプローチも併用されている．

②管理アプローチ

経営者が内部報告と戦略事業単位等の業績管理目的のために使用されているセグメントをそのま

ま外部報告にも用いる手法である．このアプローチによれば，開示されるセグメント情報が内部報

告によって既に作成されるため，企業がセグメント情報を作成する上で負担しなければならないコ

ストを削減させるほか，セグメント情報の目的適合性や信頼性も高まることになる．NVVT年 S月に

公表された米国の pc^p第 NPN号「企業のセグメントおよび関連情報に関する開示」=NR）では，管理

アプローチが採用されている．ただし，管理アプローチでは，内部財務報告システムが重視される

ので，企業間のセグメント情報の比較可能性が損なわれることがある．また，企業が選択する内部

報告システムは多様であるので，たとえ同じ産業に属する企業間であってもその比較を行うことが

難しい．

セグメンテーションに対する Oつのアプローチは，表 Uに示すとおりである．

3．わが国におけるセグメント情報の開示基準の問題点

国際会計基準（f^p第 NQ号）や米国の会計基準（pc^p第 NPN号）では，セグメントの決定にあ

たり，管理アプローチが採用されており，企業の内部組織構成と内部報告制度に着目することが要

表 8　セグメンテーションに対する Oつのアプローチ

事業別セグメント・アプローチ 管理アプローチ

特徴 事業活動に固有のリスクと機会をベース

にする．

経営者の用いる経営資源配分単位および

内部業績評価単位に基づく．

報告対象セグメント 事業別セグメント

地域別セグメント

オペレーティング・セグメント（事業別

セグメントと地域別セグメントのうち，

一方を基本的セグメント報告様式とし，

他方を補助的セグメント報告様式とす

る．）

メリット 恣意的なセグメンテーションを排除でき

る．

セグメント情報の目的適合性，信頼性が

高まる．

外部報告のための追加的なコストを要し

ない．

デメリット セグメンテーションをめぐり経営者の裁

量が入りやすく，セグメント情報が必ず

しも情報利用者にとって有用ではない．

企業の競争力にマイナスの影響を与えか

ねない．

企業間のセグメント情報の比較可能性が

損なわれる可能性がある．

NQ）f^p`I=f^p=kçK=NQI=oÉéçêíáåÖ=cáå~åÅá~ä=fåÑçêã~íáçå=Äó=pÉÖãÉåí=E^ìÖìëíI=NVVTFK

NR）c^p_I=pc^p=kçK=NPNI=aáëÅäçëìêÉ=~Äçìí=pÉÖãÉåíë=çÑ=~å=båíÉêéêáëÉ=~åÇ=oÉä~íÉÇ=fåÑçêã~íáçå=EgìåÉI=NVVTFK=
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求されている．わが国では，管理アプローチはとられておらず，セグメントは基本的に経営者の判

断に委ねられているので，セグメンテーションの方法は国際基準とはかなり相違する．

わが国では事業別セグメント，所在地別セグメント，および海外売上高に関する情報を並列的に

開示することとされているのに対して，f^p第 NQ号では基本的情報と補足的情報とに分けられ，そ

れによって開示内容が異なっている．特に基本的セグメントについては，負債，重要な非資金費用，

持分法による投資勘定，持分法による投資損益，報告セグメントの情報と連結情報との調整表，中

間財務諸表におけるセグメント情報といった詳細な項目の開示が要求されているので，わが国の開

示内容とはかなり異なることになる．

米国の会計基準（pc^p第 NPN号），国際会計基準（f^p第 NQ号）およびわが国の日本の会計基準

におけて要求されているセグメント情報の開示項目の比較は，表 Vに示すとおりである．

地域別セグメントの区分基準を企業の資産が所在する地域（販売元）とするか，または顧客の所

在する地域（販売先）とするかについて，f^p第 NQ号は，企業の地域別セグメントがどちらに基づ

くとしても，もし著しく異なる場合には他方の基準に基づく追加情報の開示が要求されているが，

わが国の場合，所在地別セグメント情報における国または地域が販売元であり，海外売上高の考え

方では販売先（市場）となる．

Ⅶ．おわりに

以上，本稿では連結会計の論点をまとめてきた．連結基礎概念では，以前は親会社概念が主流で

あったが，最近では経済的単一体概念に基づく会計処理が国際的に提案されている．持分法は連結

会計を補完ないし拡張するものであるけれども，持分法によれば被投資会社の資産・負債が全く反

映されない．この欠点を補うのが，比例連結と拡張持分法であるが，それぞれ長所と短所がある．

企業結合の会計処理は，国際的にはパーチェス法に一本化される方向にあるが，わが国では，限定

されたケースではあるが，持分プーリング法の適用が認められている．また，のれんについては，

表 9　セグメント情報の開示項目

pc^p第 NQ号（アメリカ） f^p第 NQ号 日本

共通項目 売上高（外部・セグメント間），営業損益（または経常損益），資産の金額，減価

償却費，資本的支出

pc^p第NPN号・f^p第NQ号
の共通項目

減価償却費以外の重要な非資金費用，持分法による投

資損益，持分法による投資勘定，振替価格の決定基準，

セグメント情報と連結情報との調整表=，中間財務諸表
におけるセグメント情報

左記の項目は日本では

要求されていない．

pc^p第NPN号・f^p第NQ号
との主な相違項目

営業外損益項目，異常損益項目，法人所得税費用など

は f^p第 NQ号では要求されていない．会計方針の変更
に関する情報とセグメント別負債などは，pc^p第 NPN
号では要求されていない．
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国際的には規則的な償却を行わず，のれんの減損処理が行われるのに対して，わが国では規則的な

償却を行い，のれんの価値が損なわれたときに減損処理が行われる．セグメント情報については，

セグメンテーションの方法は国際的には管理アプローチが採用されているが，わが国では事業別セ

グメントアプローチがとられている．また，セグメント情報の開示項目は，わが国では，売上高，

営業損益，資産，減価償却費，資本的支出のみであり，開示される情報が少ないので，投資家に対

して十分な情報が開示されているとはいえない．

^=píìÇó=çå=íÜÉ=fëëìÉë=çÑ=`çåëçäáÇ~íáçå=^ÅÅçìåíáåÖ

kçêá~âá=v^j^gf

^_pqo^`q

qÜÉ= éìêéçëÉ= çÑ= íÜáë= é~éÉê= áë= íç= ÅçåëáÇÉê= ÅçåëçäáÇ~íáçåë= ~åÇ= êÉä~íÉÇ= ã~ííÉêëK= fí= ÅçîÉêë= íÜÉ

ÜáëíçêáÅ~ä= Ä~ÅâÖêçìåÇ= çÑ= ÅçåëçäáÇ~íÉÇ= Ñáå~åÅá~ä= ëí~íÉãÉåíëI= íÜÉ= íÜêÉÉ= ÅçåÅÉéíë= çÑ= ÅçåëçäáÇ~íÉÇ

Ñáå~åÅá~ä= ëí~íÉãÉåíëI= ÅçåëçäáÇ~íáçå= éçäáÅáÉë= ~åÇ= éêçÅÉÇìêÉë= ìåÇÉê= íÜÉ= ÅçåÅÉéíëI= Éèìáíó= ãÉíÜçÇ

~ÅÅçìåíáåÖI= áåÅäìÇáåÖ= ~ÅÅçìåíáåÖ= Ñçê= áåîÉëíãÉåíë= áå= àçáåí= îÉåíìêÉëI= ~ÅÅçìåíáåÖ= Ñçê= ÄìëáåÉëë

ÅçãÄáå~íáçåëI=~åÇ=ëÉÖãÉåí=áåÑçêã~íáçåK


